
運用力強化が求められる大手金融グループの経営 

鈴木 博

大幅増益となった 2005 年度決算 

 6 大金融グループ（図１の注１を参照）

の 2005 年度決算では、6社合計で、経常利

益が前期比2兆6千億円程度の増益となり、

当期純利益は 3 兆円を超え、前期比で 2 兆

4 千億円程度増加するなどの大幅増益とな

った。個社別では、6 社すべてが黒字を計

上し、なかでも三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループの当期純利益（旧ＵＦＪホー

ルディングス分を含む）は約 1 兆 2 千億円

となり、トヨタ自動車（約 1 兆 4 千億円）

に近いものとなった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大手金融グループでは、これまで不良債

権処理もあって収益低迷が続いていたが、

2005 年度決算をもってほぼ通常の状態に戻

ったものといえよう。 

 

大幅増益の主因は不良債権処理の終焉 

 後でも述べるように、業務粗利益は若干

の増加にとどまり、これまで低下を続けた

経費率も上昇に転じ、この結果、業務純益

は 4％程度の増加にとどまった。このよう

に、本来業務の収益は、増益基調は確保し

たものの大幅なものではなく、前記のよう

な経常利益や当期純利益の大幅増加は、本

来業務以外の要因からもたらされたもので

ある。 

 貸倒引当金繰入額や直接償却費、不良債

権売却損などの不良債権処理費用は、6 社

合計で2004年度には2兆 4千億円のマイナ

ス要因であったが、2005 年度には 7百億円

程度のプラスに転じ、約 2 兆 5 千億円改善

した。これは、景気回復を背景にした貸出

先の業況改善などから、貸倒引当金繰入額

が減少したり、これまでに損失処理した貸

倒引当金の戻入益が発生したりしたことな

どによるものである。前記の経常利益や当

期純利益の増加幅は、この不良債権処理費

用の改善幅によってほぼ説明できる。 

 6 大金融グループの 2005 年度決算は、6社合計の当期純利益が 3兆円を超える大幅増益

となった。最大の増益要因は不良債権処理負担の大幅改善にあり、本業の収益水準を示す

業務粗利益は、増加はしたものの小幅な伸びにとどまった。大手金融グループの中核を担う

都銀は、ここ数年、預金がある程度の伸びを確保する一方で貸出が減少したことから、余資

が増加し、有価証券投資が拡大している。今後の収益力向上には、金融サービス関連手数

料増加や貸出業務の採算向上とともに、有価証券運用など余資運用力強化が必要である。

今月の焦点  

国内経済金融  

要旨 

　　　資料　6大金融グループの決算短信及び同説明資料

　　　（注）１．6大金融グループは三菱ＵＦＪフィナンシャル・

　　　　　　　　グループ（旧ＵＦＪホールディングス分を合算）、

　　　　　　　　みずほフィナンシャルグループ、三井住友フィ

　　　　　　　　ナンシャルグループ、りそなホールディングス、

　　　　　　　　住友信託銀行、三井トラスト・ホールディングス

　　　　　　　　で、上図は各社の連結決算値の合計

図１　6大金融グループの決算
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 2005 年度末の 6社合計の不良債権（金融

再生法開示債権）の与信残高に占める比率

は 1.8％程度に低下しており、長期にわた

って金融機関の決算の重荷となってきた不

良債権処理問題は、大手金融グループにつ

いてはほぼ終焉したとの見方ができよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務粗利益の伸びは緩やか 

 本業の収益水準を示す業務粗利益の内容

をみると（図 3）、投資信託や保険商品の窓

販増加やＭ＆Ａ関連の手数料増加、証券子

会社の手数料収入増加などにより、役務取

引等利益は引き続き増加したが、最大のウ

ェイトを占める資金利益がほぼ横這いに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とどまったことや、長期金利の上昇傾向も

あって、公共債のディーリング益などの特

定取引利益が減少したことなどから、業務

粗利益は、全体として 4％程度の増加にと

どまった。 

資金利益はこれまで減少を続けてきたが、

2005 年度には横這いとなった。これは、最

大の運用資産である貸出金が若干の増加に

転じたことや有価証券利回りが上昇したこ

とに起因するが、貸出金利回りは依然低下

傾向にあり、資金利益の下押し要因となっ

ている。こうしたなかで、これまで低下を

続けてきた経費率が反転上昇し、この結果、

業務純益も若干の増加にとどまった。 

今後については、役務取引等利益の増加傾

向は続くとみられるものの、公共債ディー

リング益などの特定取引利益は金利の上昇

傾向もあり収益環境は厳しい。貸出業務に

ついては、景気の回復傾向を背景に貸出残

高が増加傾向となるなどのプラス面もある

が、金融機関の貸出競争は依然厳しく、貸

出利鞘の大幅好転は期待しにくい。このた

め、業務粗利益は引き続き増加するものの、

小幅なものにとどまるものと予想される。 

2006 年度の各社の決算予想でも、経常利

益は若干の増益となるが、当期純利益は貸

倒引当金戻入益がなくなることなどもあり、

減益の予想となっている。 

 

都銀の預貸尻が余資基調に 

 大手金融グループの主要な運用資産は、

貸出金と有価証券であり、総資産に占める

シェアは、2005 年度末で貸出金が 49％、有

価証券が 25％で、両者を合計すると全体の

7 割強を占める。ここ数年は、貸出金のシ

ェアが低下する一方、有価証券のシェアが

　　　資料　6大金融グループの決算短信及び同説明資料

　　　　　（注）１．不良債権は金融再生法開示債権

　　　　　　　　２．.各社の銀行・信託銀行子会社の合算

　　　　　　　　　　（りそな信託は含まず、みずほ信託は

　　　　　　　　　　　2002年度以降含む）

図２　6大金融グループの不良債権残高
と不良債権比率
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　　　　　資料　6大金融グループの決算短信及び同説明資料

　　　　　（注）１．経費率＝営業経費／業務粗利益

図３　業務粗利益と経費率
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上昇するといった傾向が続いた。 

大手金融グループの中核を担う都銀は、

これまでは商業銀行業務を主体とし、預金

によって調達した資金を主として貸出で運

用してきた。企業との取引関係が密接な都

銀には、企業の資金需要が集中し、預金で

調達した資金以上に貸出を行うオーバーロ

ーンが常態化していた。この差額の資金不

足部分をコールマネーなどによって調達し

ていた。 

 しかし、90 年代後半以降の企業のリスト

ラによる借入金返済や不良債権処理等にと

もなう銀行側の貸出金圧縮の動き、大規模

な金融再編の影響などもあり、都銀の貸出

金が大きく減少する一方で、預金はある程

度増加してきたため、都銀の預貸尻（預金

＋債券―貸出金）は、図 4 のように余資基

調に変化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2000 年度を分岐点として預貸尻が余剰に

転じ、以後余剰幅は増加傾向で推移してい

る。こうした余剰資金は、主として有価証

券で運用されており、都銀の有価証券保有

残高は98年度末の53兆円から2005年度末

には 110 兆円程度へと倍増している。 

なお、都銀のほかに信託銀行（銀行勘定）

や証券子会社なども含めた 6 大金融グルー

プ全体の有価証券保有残高は、2005 年度末

で 129 兆円であり、同時期の貸出金残高 252

兆円の半分近くに達するに至っている。 

今後の日本経済の成長予想や中小企業を

含む企業の資金調達の多様化傾向などを勘

案すると、都銀を中核とする大手金融グルー

プの貸出需要が大きく増加するとは考えにくい。

一方で、個人の金融資産選択における預金選

好も急激な変化は考えにくく、都銀の預貸尻

の余資基調は今後も続くものと予想される。こ

うしたなかで、大手金融グループが収益力を

高めていくには、貸出業務の収益性改善ととも

に、有価証券投資を中心とする資金運用力の

強化が求められよう。 

 

重要性が増す有価証券運用 

 6 大金融グループの 2005 年度決算におけ

る有価証券の運用利回りは、長期金利の上

昇傾向等もあって各社とも上昇し、貸出金

利回りが低下するなかで、全体の資金運用

利回りの低下を防ぐ役割を果たした。前記

のように、2005 年度末の総資産に占める有

価証券の割合は 25％に上昇しており、有価

証券運用の巧拙が収益全体に与える影響も

大きくなっている。 

 6 大金融グループの保有有価証券の内容

をみると、図 5のようになる。株式は 2005

年度にはやや増加したが総じて抑制基調で

推移しており、ここ数年間において大きく

増加したのはなんといっても国債であり、

2005 年度末で 64 兆円に達し、2001 年度末

対比で 21 兆円増加している。 

国債は、市場流動性が高いことやＢＩＳ

規制におけるリスクフリー資産であること、 

　　資料　全国銀行協会「全国銀行財務諸表分析」

　　　　　　2005年度は都銀を子会社に持つ金融グループ

　　　　　　の決算短信及び同説明資料

図４　都銀の預貸尻と有価証券投資
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各種決済制度等における担保や保証金の差

入れ需要や日銀オペ対応等に適しているこ

となど、さまざまな保有メリットがあるが、

運用利回りはそう高くはないと思われる。 

 2005 年度は、景気の回復傾向を背景に量

的緩和政策の解除などが予想された時期で

あり、長期金利は上昇傾向で推移した。この

ため、債券投資については、先々の金利上

昇に備えた運用が中心となり、大手金融グ

ループでは、図 6のように、債券投資は全般

的に抑制基調で、かつデュレーション（平均

回収期間）の低下が図られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 有価証券運用利回りを上昇させつつ、保

有債券のデュレーションの低下を図り、決

算期末の評価損の計上をできるだけ少なく

するという運用戦略が求められたが、2005

年度決算における有価証券利回りは、前期

に比べて 6 社とも上昇し、また、図 6 にみ

られるように保有債券の償還期間の短期化

も図られており、こうした要請はある程度

達成されたものとみられる。しかし、それ

でも 2005 年度末では保有債券の評価損の

計上を余儀なくされたが、株価上昇による

保有株式の評価益増加もあり、有価証券全

体の評価損益は 6 社合計で 7 兆円程度の含

み益となっている（図 7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余資運用力の強化が課題に 

 前記のように、都銀のオーバーローンは

解消され、今後の預金の伸びや貸出需要等

を勘案すると、余資基調の資金ポジション

が続いていくことが予想される。こうした

なかで、都銀を中核とする金融グループが

収益性を高めていくには、各種金融サービ

スにかかる手数料収入の増加や貸出業務の

収益性改善とともに、内外の有価証券運用

などの余資運用力を高めていくことが求め

られよう。 

 

　　　　資料　6大金融グループの決算短信及び同説明資料

図5　6大金融グループの
有価証券保有残高
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　　　　資料　6大金融グループの決算短信及び同説明資料

図6　　6大金融グループの償還期間別
債券保有残高
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　　　　資料　6大金融グループの決算短信及び同説明資料

図7　6大金融グループの有価証券評価損益
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